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Ⅰ 趣  旨 

尐子高齢化が進む小山町においては、１９６０年の約２８，０００人をピークに人口が減尐し、現在

は約１８，１００人（令和２年７月１日現在）となっている。 

本町では、平成２４年度から定住促進事業を強力に推進し、小山町に住む方には住み続けたくなるよ

うな、町外に住む方には小山町に住みたくなるような魅力ある住環境の整備を進めている。また若者世

代の出逢い・結婚・出産・子育ての切れ目のない支援を行いつつ、尐子化突破対策にも対応している。 

本事業は、小山町北郷（大胡田）地区の旧町営住宅跡地を有効活用し、魅力的な居住空間の創出を図

るため、町が主体となって宅地造成事業を実施する。 

本事業地の地域特性、周辺環境との調和等を十分に理解し、民間の豊かな創造力と高い技術力、独創 

的なアイディア、ノウハウ、豊富な経験等を有し、設計から施工まで一括管理による高い品質の確保、

コスト削減、工期の短縮等の優れたプランの提案者を指名プロポーザル方式により選出（以下「本プロ

ポーザル」という。）し、本事業の受託者とする。 

 

Ⅱ 事業概要 

1 受託者に対する業務等の内容 

（１）業 務 名  令和２年度 大胡田地区宅地造成事業 

（２）造成地の概要 

ア 場  所  駿東郡小山町 大胡田 地内 

イ 全体面積  約 2,546 ㎡  

ウ 用途地域  市街化調整区域  

エ 用  途  一戸建て専用住宅（建ぺい率 50％、容積率 80％ 高さ 10ｍ以下） 

オ 敷  地  1 区画あたり 200 ㎡以上 

（３）業務内容 

ア 宅地造成に係る調査・測量・設計・施工・法的手続き 

イ 付帯する主な業務の内容 

・都市計画法第 34 条及び 32 条に関わる申請書作成、協議及び立会い 

・都市計画法施行規則第 60 条の適合証明書類の申請書類の作成 

・土地の確定測量及び合筆・分筆登記 

・静岡県土木工事共通仕様書並びに施工管理基準に基づく書類提出及び町の工事検査対応 

・その他、宅地分譲する為に必要な手続き全般 

ウ 販売用区画案内看板の製作 

エ 電気・電話等、インフラ整備の協議   

オ その他、宅地造成に必要不可欠な業務 

（４）発 注 者  小山町長 池谷 晴一 

（５）履行期間  契約の翌日から令和３年３月１９日（金） 

（６）上限金額  上限金額は４４，７００千円（消費税及び地方消費税を含む）とする。 

                       

２  手続等 

（１）担当部署 〒410-1395 静岡県駿東郡小山町藤曲 57-2  

 小山町 都市基盤部 都市整備課 
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 電話番号 0550-76-6137   FAX 0550-76-2795  

 E‐mail toshi@fuji-oyama.jp 

（２）指名プロポーザル実施要領説明会 

① 開催日時  令和２年１０月２３日（金）１０：３０～１２：３０ 

② 開催場所  小山町役場 大会議室  

ただし、参加人数は１社につき３人までとする。 

 ※ 指名業者については、上限金額を４４，７００千円（消費税及び地方消費税を含む）として 

いることから、土木一式（Ａランク）８社を指名する。 

 

（３）本実施要領に関する質問書の受付及び回答 

① 提出期間 令和２年１０月２６日（月）～令和２年１０月２９日（木） 

② 提出先 小山町 都市基盤部 都市整備課 

③ 提出方法 様式５号「質問書」を作成し、電子メールにて送付する。 

④  回答方法   令和２年１０月３０日（金）までに、町から指名された者全員に質疑回答書を

電子メールで送信する。 

（４）技術提案書の提出 

① 提出日  令和２年１１月１３日（金） １０：００～１６：００ 

② 提出先  小山町 都市基盤部 都市整備課  

③ 提案書  Ⅳ技術提案書作成要領に従って作成し、８部を持参すること。なお、提案書はク

リップ留めとし、製本しないこと。 

④ 辞 退  本プロポーザルに参加しない場合は、辞退届（書式は任意）を１１月１３日（金

）までに提出すること。 

（５）スケジュール 

項  目 内  容 期  日 

指 名 
指名した事業者に本プロポーザル

への参加を求める。 
令和 2年 10 月 20 日（火） 

説明会 
本プロポーザルの説明会 

（本要領を配布） 

令和 2年 10 月 23 日（金） 

大会議室 10：30～12：30 

本要領への質問の受付 本要領への質問の受付期限 
令和 2年 10 月 26 日（月） 

～10 月 29 日（木） 

本要領への質問の回答  令和 2年 10 月 30 日（金）まで 

辞退届 
本プロポーザルへの辞退届の提出

期限 
令和 2年 11 月 13 日（金）まで 

技術提案書の提出  
令和 2年 11 月 13 日（金） 

10：00～16：00 

プレゼンテーション 
プレゼンテーションの要領等は事

前に通知 

令和 2年 11 月 20 日（金）13:00～ 

小山町役場 大会議室 

特定決定者の通知 特定した者にその旨を通知 令和 2年 11 月 24 日（火） 

契約締結  令和 2年 12 月 1日（火） 
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３ 審査及び特定基準等 

（１）審査 

特定に係る審査は、令和２年度大胡田地区宅地造成事業の工事請負等に関する包括業務の事業予

定者特定委員会（以下「委員会」という）において行う。 

技術提案者が１者のみの場合でも審査を行い、合計得点が配点の６割を超えた場合は、当該技術

提案者を事業予定者として特定する。 

 

（２）特定の評価基準 

提出された技術提案書の審査及びヒアリングによって、次の基準により評価する。 

 

（３）失格の要件 

 以下の要件に該当する場合は、失格となることがある。 

① 技術提案書の提出日、提出先及び提出方法等に適合しないもの。 

② 技術提案書作成要領に指定する様式及び記載上の留意事項に示された条件に適合しないもの。 

③ 虚偽の内容が記載されているもの。 

④ この説明書に定める以外の方法により、委員会の委員に直接、または間接を問わず連絡を求

めた場合。 

 

（４）審査結果の通知・公表 

町は、事業予定者決定後、速やかに技術提案者に対して審査結果を通知するとともに、町のホー

ムページへの掲載により審査結果を公表する。 

 

（５）非特定理由の説明 

 前項の通知を受けた者は通知を受けた日の翌日から起算して３日（ただし、土曜日、日曜日及び

祝日を除く）以内に、書面により説明を求めることができる。 

なお、その回答については、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して５日以内に書

面により回答する。 

評価項目 評価事項 
配点 

（計 100 点） 

（1）監理技術者の同種・類似

業務実績 
本業務の監理についての評価 10 点 

（2）業務の実施体制 
実施体制、工程に基づき適切に業務遂行でき

るかを評価 
15 点 

（3）技術提案の内容 

限られた敷地の有効活用を総合的に評価 

（十分な販売面積の確保、住民や緊急車両の

通行に配慮した道路配置など） 

30 点 

安全対策と環境への配慮を総合的に評価 

（転落防止柵、雨水対策など） 
20 点 

（4）コストパフォーマンス 予算配分、工事見積から評価 20 点 

（5）地元への貢献度 地元経済への貢献度を評価 5 点 
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（６）その他 

① 要求した内容以外の書類及び図面等については、受理しない。 

② 技術提案書の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。 

③ 提出された書類の著作権は、技術提案者に帰属する。なお、提出された提案書類は、提案者

に無断で使用しない。 

④ 提出後における技術提案書の提出、再提出及び差し替えは認めない。 

⑤ 提出された書類は、特定を行う作業に必要な範囲において複製を作成することがある。 

⑥ 提出された技術提案書は返却しない。 

⑦ 技術提案書提出日から請負契約の締結を行うまでの間に、小山町工事請負契約等に係る指名

停止等措置要綱 （平成 4年 11 月 24 日告示第 49 号）に基づく指名停止措置を受けた者とは

契約を行わない。 

⑧ 事業予定者の特定をもって委員会の委員の任務は終了する。 

 

４ 事業予定者の決定及び契約の締結 

提出された技術提案書及びプレゼンテーション結果により最も優れた者を事業予定者として決 

定（特定）し、契約の手続きを行う。 

 

Ⅲ 提案内容について 

1 技術提案に求める内容 

 ・１区画あたりの面積は、200.0 ㎡以上を基本とし、区画数は９区画程度とする。 

 ・計画区域内の道路は 6.0ｍとする。 

 ・計画区域内に隣接する N様宅の接道を設けること。 

 ・緑地を設置すること。 

・汚水については汚水管を設置し、隣接地の既存の汚水管に接続することとするが、流末排水の流

下能力については各々で調査し、必要に応じて整備費用を盛り込むこと。 

・上水道は、小山町上水道配管図（以下「配管図」という）①の既設管ＳＧＰ（φ７５）から分岐

し、開発区域内の本管はＨＰＰＥ（φ50）を埋設し、配管図②の既設管（φ75）に接続すること。 

 ・流末排水の流下能力を調査し、必要に応じて整備費用を盛り込むこと。 

 ・既存の防火水槽は現状のまま使用する。 

 ・販売用看板を設置し、販売完了後は撤去・処分すること。 

 ・ごみステーションを設けること。 

 ・必要に応じて転落防止柵を設置するなど、住民の安全対策に十分配慮すること。 

 

２ 見積書 

  Ⅱ-１-（３）に示す業務内容を基本に見積書を作成すること。 

 

Ⅳ 技術提案書作成要領 

技術提案書は、各様式が求める内容を満たすよう留意し、作成すること。 

1  作成及び提出資料 

（１）技術提案書（様式1号） 
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（２）業務に係る監理技術者の資格・工事経験（様式２号） 

（３）業務の実施体制（様式３号） 

（４）設計・施工の工程計画（様式４号） 

（５）提案書（平面図、説明文、その他イメージスケッチ等の造成計画がわかるものをA3横版３枚  

以内で提出） 

（６）Ⅱ１（２）業務内容に則した見積書（上限４４，７００千円税込） 

  

２ 適用図書等 

業務の実施に当たって関係法令のほか、遵守する図書等は以下のとおり。 

 ・静岡県 設計業務等共通仕様書 

 ・静岡県 土木工事共通仕様書 

 ・静岡県 土木工事施工管理基準 

 ・小山町 土地利用事業の適正化に関する指導要領 

 ・その他、小山町担当者が指示する基準、仕様書、指針等とする。 

 

Ⅴ 添付資料 

 ・案内図 ・公図写 ・地籍図写 ・計画区域図 ・小山町上水道配管図 
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様式１号 （用紙 日本工業規格 A4 縦型） 

 

 技 術 提 案 書 

 

 

業務名   令和２年度 大胡田地区宅地造成事業（設計・施工一括） 

 

履行期間  契約の日から令和３年３月１９日まで 

 

 

標記業務について技術提案書を提出します。 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

小山町長 池 谷 晴 一 様 

 

 

 

 

（提出者） 住 所 

 

 会 社 名  

 

 代 表 者  役職名   氏 名      印 

 

（担当者） 担当部署 

 

 氏名 

 

 電話番号 

 

    ＦＡＸ 

 

 E - m a i l 



8 

 

様式２号（用紙 日本工業規格 A4 縦型） 

業務に係る監理技術者の資格・工事経験 

 

※一級土木施工管理技士の資格要 

  

工事経験 

監理技術者 
ふりがな 

（氏名） 

会社・所属・役職・ 

従事期間 

 

技術者資格名   

資格証交付年月日   

資格証交付番号   

監理技術者講習 講習修了年月日       年   月   日 

同種工事の条件 
同種・同類工事（その１） 

○○事業 対象施工面積㎡ 

同種・同類工事（その２） 

○○事業 対象施工面積㎡ 

工 事 名   

発 注 者 名   

施 工 場 所   

契 約 金 額   

工 期 
令和  年  月  日 

～令和  年  月  日 

令和  年  月  日 

～令和  年  月  日 

従 事 役 職 
監理技術者・主任技術者 

その他（       ） 

監理技術者・主任技術者 

その他（       ） 

従 事 期 間 
令和  年  月  日 

～令和  年  月  日 

令和  年  月  日 

～令和  年  月  日 

工 事 概 要 

（ 工 種 ・ 数 量 等 ） 
  



9 

 

様式３号（用紙 日本工業規格 A4 縦型） 

業 務 の 実 施 体 制 

 

１ 自社業務 

注）所属・役職名については、技術提案書の提出者以外の企業等に所属する場合には、企業名等も記載する 

 

２ 協力企業の業務 

注）当該業務の一部を協力企業へ外注、または建設コンサルタント等に委託する場合にのみ記載する。

 予定者名 所属・役職名 担当する分担業務内容 資格 

監理技術者   
 

 

担当技術者 

  
 

 

  
 

 

  
 

 

分担業務の内容 委託先又は協力先、及びその理由（企業の技術的特徴等） 
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令和 

２年 

12 月 

令和 

３年 

1 月 

2 月 3 月       備考 

測量・調査                                

基本設計                                

実施設計                                

法的手続き等                                

設計時の 

打ち合せ 

                               

造成・外構・舗

装・植栽工事 

                               

工事期間中の 

打合せ 

                               

様式４号（用紙 日本工業規格 A4 横型） 

 

 

 

 

設計・施工の工程計画 

様式４号（用紙 日本工業規格 A4 横型） 



 

様式５号（用紙 日本工業規格 A4 縦型） 

質 問 書 
令和  年  月  日  

 

小山町長 池谷 晴一 様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度 大胡田地区宅地造成事業の包括業務指名プロポーザル実施要領について、次の

項目について質問します。 

質問事項 回答 

  

  

  

  

  

  

 

住 所 

 

会 社 名 

 

代 表 者 役職名 氏名 

 

担 当 者 

 

電話番号 

 

E -ma i l 


